
 

                 

 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法違反の疑いで書類送検 
（休業４日以上の労働災害が発生したにもかかわらず、同災害に係る労働者死傷

病報告を行わなかった疑い） 

 

令和７年７月９日、茨木労働基準監督署（署長 岡
おか

﨑
ざき

 隆之
たかゆき

）は、下記のとおり、

富士理想工業株式会社ほか１名を労働安全衛生法違反の疑いで、大阪地方検察庁に

書類送検しました。 

 

記 

 

１ 被疑者 

（１）富士
ふ じ

理想
り そ う

工業
こうぎょう

株式会社（以下「被疑会社」という。） 

   本店所在地 大阪市住之江区平林北 

   事 業 内 容 土木建築工事業 

（２）同社取締役社長Ａ（以下「被疑者Ａ」という。） 

 

２ 違反条文等 

  被疑会社、被疑者ともに 

労働安全衛生法 

同法第 100条第１項 

     労働安全衛生規則第 97条第１項 

    同法第 120条第５号(罰則) 

    同法第 122条(両罰) 

   労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

   第 45条第 15項 

 

３ 事件の概要 

  被疑者Ａは、被疑会社の取締役社長として同社の施工業務及び官公庁に対する

報告等の業務を統括する者であるが、令和６年 11月 25日、大阪府摂津市所在の

建設現場において、事実上の派遣労働者Ｂが、休業を４日以上要する労働災害に

遭ったにもかかわらず、遅滞なく、茨木労働基準監督署長に対して同災害に係る

労働者死傷病報告を行わなかった疑いがあるものです。 

茨木労働基準監督署 

 電話０７２－６０４－５３０８ 

大阪労働局 Press Release 

茨木労働基準監督署発表 

令 和 ７ 年 ７ 月 ９ 日 



 

 

４ 参考事項 

(１)令和６年 11月 25日、大阪府摂津市所在の建設現場において、被疑者Ａが事 

実上の派遣労働者Ｂにアースドリル機の解体作業を行わせていたところ、Ｂが 

同機体に備わった２つのフックに片手を挟まれ、負傷するという災害が発生し 

ました。 

(２)労働安全衛生法では、労働災害により労働者が負傷し、休業を４日以上要し 

た場合、事業者は所轄労働基準監督署長に対して、様式第 23号による報告書 

を提出することなどが規定されています。 

(３)適用法条文は、別紙のとおり。 

 

  



 

〇労働安全衛生法（抜粋） 
第 100条 厚生労働大臣、都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、この法律を施行するため必 

要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、事業者、労働者、機械等 

貸与者、建築物貸与者又はコンサルタントに対し、必要な事項を報告させ、又は出頭を命 

ずることができる。 

２ 厚生労働大臣、都道府県労働局長又は労働基準監督署長は、この法律を施行するため必 

要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、登録製造時等検査機関等 

に対し、必要な事項を報告させることができる。 

３ 労働基準監督官は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、事業者又は労 

働者に対し、必要な事項を報告させ、又は出頭を命ずることができる。 

 

第 120条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

   一 第十条第一項、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項、第十五条第一項、 

    第三項若しくは第四項、第十五条の二第一項、第十六条第一項、第十七条第一項、第十八 

    条第一項、第二十五条の二第二項(第三十条の三第五項において準用する場合を含む。)、 

    第二十六条、第三十条第一項若しくは第四項、第三十条の二第一項から第六項まで、第三 

十三条第三項、第四十条第二項、第四十四条第五項、第四十四条の二第六項、第四十五条 

第一項若しくは第二項、第五十七条の四第一項、第五十九条第一項(同条第二項において 

準用する場合を含む。)第六十一条第二項、第六十六条第一項から第三項まで、第六十六 

条の三、第六十六条の六、第六十六条の八の二第一項、第六十六条の八の四第一項、第八 

十七条第六項、第八十八条第一項から第四項まで、第百一条第一項又は第百三条第一項の 

規定に違反した者 

   二 第十一条第二項(第十二条第二項及び第十五条の二第二項において準用する場合を含 

む。)、第五十七条の五第一項、第六十五条第五項、第六十六条第四項、第九十八条第 

二項又は第九十九条第二項の規定による命令又は指示に違反した者 

   三 第四十四条第四項又は第四十四条の二第五項の規定による表示をせず、又は虚偽の表示 

    をした者 

   四 第九十一条第一項若しくは第二項、第九十四条第一項又は第九十六条第一項、第二項若 

しくは第四項の規定による立入り、検査、作業環境測定、収去若しくは健診を拒み、妨 

げ、若しくは忌避し、又は質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

   五 第百条第一項又は第三項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は出頭 

    しなかった者 

   六 第百三条第三項の規定による帳簿の備付け若しくは保存をせず、又は同項の帳簿に虚偽 

    の記載をした者    

 
第 122 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関して、第百十六条、第百十七条、第百十九条又は第百二十条の違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

 

〇労働安全衛生規則（抜粋） 
第 97条  事業者は、労働者が労働災害その他就業中又は事業場内若しくはその附属建設物内にお 

(※)  ける負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、又は休業したときは、遅滞なく、様式第二十 

三号による報告書を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

２ 前項の場合において、休業の日数が四日に満たないときは、事業者は、同項の規定にか 

かわらず、一月から三月まで、四月から六月まで、七月から九月まで及び十月から十二月 

までの期間における当該事実について、様式第二十四号による報告書をそれぞれの期間に 

おける最後の月の翌月末日までに、所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

※令和６年 12月 31日以前(令和６年厚生労働省令第 45号による改正前) 

別紙 



 

〇労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律（抜粋） 
第 45条(第 15項のみ抜粋)  

前各項の規定による労働安全衛生法の特例については、同法第九条中「事業者、」とあ 

るのは「事業者(労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法 

律(以下「労働者派遣法」という。)第四十四条第一項に規定する派遣先の事業を行う者 

(以下「派遣先の事業者」という。)を含む。以下この条において同じ。)、」と、同法第 

二十八条第四項、第三十二条第一項から第四項まで、第三十三条第一項、第三十四条、第 

六十三条、第六十六条の五第三項、第七十条の二第二項、第七十一条の三第二項、第七十 

一条の四、第九十三条第二項及び第三項、第九十七条第二項、第九十八条第一項、第九十 

九条第一項、第九十九条の二第一項及び第二項、第百条から第百二条まで、第百三条第一 

項、第百四条第一項、第二項及び第四項、第百六条第一項並びに第百八条の二第三項中 

「事業者」とあるのは「事業者(派遣先の事業者を含む。)」と、同法第三十一条第一項中 

「の労働者」とあるのは「の労働者(労働者派遣法第四十四条第一項に規定する派遣中の 

労働者(以下単に「派遣中の労働者」という。)を含む。)」と、同法第三十一条の二、第 

三十一条の四並びに第三十二条第四項、第六項及び第七項中「労働者」とあるのは「労働 

者(派遣中の労働者を含む。)」と、同法第三十一条の四及び第九十七条第一項中「この法 

律又はこれに基づく命令の規定」とあるのは「この法律若しくはこれに基づく命令の規定 

(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場合を含む。)又は同条第六項、第十項 

若しくは第十一項の規定若しくはこれらの規定に基づく命令の規定」と、同法第九十条、 

第九十一条第一項及び第百条中「この法律」とあるのは「この法律及び労働者派遣法第四 

十五条の規定」と、同法第九十二条中「この法律の規定に違反する罪」とあるのは「この 

法律の規定(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場合を含む。)に違反する罪 

(同条第七項の規定による第百十九条及び第百二十二条の罪を含む。)並びに労働者派遣法 

第四十五条第十二項及び第十三項の罪」と、同法第九十八条第一項中「第三十四条の規 

定」とあるのは「第三十四条の規定(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場 

合を含む。)」と、同法第百一条第一項中「この法律」とあるのは「この法律(労働者派遣 

法第四十五条の規定を含む。)」と、同法第百三条第一項中「この法律又はこれに基づく 

命令の規定」とあるのは「この法律又はこれに基づく命令の規定(労働者派遣法第四十五 

条の規定により適用される場合を含む。)」と、同法第百四条第一項中「この法律又はこ 

れに基づく命令の規定」とあるのは「この法律若しくはこれに基づく命令の規定(労働者 

派遣法第四十五条の規定により適用される場合を含む。)又は同条第十項若しくは第十一 

項の規定若しくはこれらの規定に基づく命令の規定」と、同法第百十五条第一項中「(第 

二章の規定を除く。)」とあるのは「(第二章の規定を除く。)及び労働者派遣法第四十五 

条の規定」として、これらの規定(これらの規定に係る罰則の規定を含む。)を適用する。 

 

 


